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事業スキーム

期待される効果

○環境ラベルの相互認証の推進
グリーン購入に係る制度・基準の国際的な調和を目指し、環境ラベ
ルの相互認証を推進する。

○官民連携プラットフォーム
環境ラベルや基準等の国際間の調和を官民一丸となって実現するた
め、企業、行政、環境ラベル機関からなる連携を強化する。

○ASEAN等新興国への制度・基準の展開
環境配慮型製品調達基準の整備が十分でない国を対象として、各種
支援策を講じ、我が国の環境技術・製品の海外展開を促進する。

平成25年度予算
○○百万円

平成27年度要求額
億円環境配慮型製品の国際展開促進経費

事業目的・概要等

イメージ

平成28年度予算(案)
25百万円(25百万円)

・各国の基準策定の支援を図ることにより、国際的な市場のグリーン
化へ貢献する。

・日本の優れた環境配慮型製品の海外展開が促進される。

第四次環境基本計画において、経済・社会のグリーン化に向け
た国際的市場を視野に入れた取組として下記が挙げられている。
A．環境ラベリングについて、相互認証の拡大、基準の調和など、各国の
環境ラベリングが共に活用される枠組みの作成を進める。

B．グリーン購入をアジア各国で進めるため、国際的ネットワークづくり
を進める。

E．我が国の強みである環境技術・製品の海外展開に際して、必要な支援
を行う。
上記の方向性のもと、環境ラベルの相互認証の拡大や基準の調
和を図る取組等を進めることで、国際市場における環境配慮型製
品等の流通の促進を図り、国際的な市場のグリーン化を実現する
ことを目的とする。
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課題①
国内整合化

米、欧、中、韓等日本

課題②

相互認証
の推進

国内環境ラベル
（エコマーク等）

各国
環境ラベル民間事業者

官民連携
プラットフォーム

アジア各国
環境ラベル基準

国・地域毎に満たすべき基準、規制が異なる

・情報把握、手続きに係る 企業の負担が大
・各基準を満たすために製品仕様を変える必要。

※本事業は平成25年度より実施。

結果の報告

北米各国
環境ラベル基準

ヨーロッパ

欧州各国
環境ラベル基準


